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　松原市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用
等に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に
関する条例の一部を改正する条例制定について
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　松原市介護保険条例の一部を改正する条例制定について

　令和６年度丹南財産区特別会計予算

令和６年松原市議会第１回定例会付議事件

　令和５年度松原市一般会計補正予算（第６号）専決処分の承認を
求めることについて

　令和５年度松原市一般会計補正予算（第７号）

　令和６年度松原市一般会計予算

　令和６年度松原市国民健康保険特別会計予算

　令和６年度松原市水道事業会計予算

　令和６年度松原市下水道事業会計予算

　令和６年度松原市介護保険特別会計予算

　令和６年度松原市後期高齢者医療特別会計予算

　令和５年度松原市介護保険特別会計補正予算（第２号）

別冊

１



議案第23号

議案第24号

議案第25号

議案第26号

議案第27号

議案第28号

議案第29号 　市道路線の認定及び廃止について

　松原市都市公園条例の一部を改正する条例制定について

　松原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改
正する条例制定について

　松原市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について

　（仮称）北認定こども園建設工事請負契約について

　松原市南部大阪都市計画田井城６丁目地区地区計画の区域内にお
ける建築物の制限に関する条例制定について

　松原市空き家等の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例
制定について

 ２



報告第１号 

 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第６号）専決処分の承認を求 

めることについて 

 

 

地方自治法第１７９条第１項の規定により、次のとおり専決処分したので、同 

 

条第３項の規定によりこれを報告し、承認を求める。 

 

 

 

  令和６年２月２７日提出 

 

             

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

令 和 ５ 年 度 
 

 

 

松原市一般会計補正予算 
 

 

 

（第６号） 
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専決第 １ 号 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第６号） 

 

令和５年度松原市の一般会計の補正予算（第６号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ５８６，８４４千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５２，４６９，６９８千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の補正は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

 

 

 

 

令 和 ６年 ２ 月 ５ 日 専決 

 

松 原 市 長 澤 井 宏 文 
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第 　

５. 雑 入 ２，７

歳

４９，２７２ ５８６，

　

８４４ ３，３３６，１

出

１６

歳

　

　 　 入 　 　 合 　 　 計 ５

予

１，８８２，８５４ ５

　

８６，８４４ ５２，４

算

６９，６９８

　補１ 　正

歳　　入

 

款 項 補　正　

表

前　の　額 補　 正　

　

 額 計

千円 千円 千円

　

19. 諸 収

歳

入 ２，８０３，４４９

　

５８６，８４４ ３，３

入

９０，２９３
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歳　

４６，８４４ １２，４６１，００３

款

５.

項

産 業 経 済 費 ８７７，９

補

３４ ２４０，０００ １

　

，１１７，９３４

正

２. 商 工 費

　

７９２，６７１ ２４０

前

，０００ １，０３２，

　

６７１

　

の

歳 　 　 出 　 　 合 　 　 計

　

５１，８８２，８５４

額

５８６，８４４ ５２，

補

４６９，６９８

　 正　 額

出

計

千円 千円 千円

３. 民 生 費 ２９，６３７，６３１ ３４６，８４４ ２９，９８４，４７５

１. 社 会 福 祉 費 １２，１１４，１５９ ３
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金 額

千円

３． 民 生 費 １． 社 会 福 祉 費 令 和 ５ 年 度 低 所 得 者 支 援 臨 時 給 付 金 支 給 事 業 ３２６，０１６

５． 産 業 経 済 費 ２． 商 工 費 令 和 ６ 年 度 臨 時 プ レ ミ ア ム 付 商 品 券 事 業 ２４０，０００

第 ２ 表　　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事 業 名
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令 和 ５ 年 度 

 

 

松原市一般会計補正予算に関する説明書 

 

 

（ 第 ６ 号 ） 
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出

譲 与 税 １８５，０００

補

１８５，０００

正

３. 利 子 割 交

予

付 金 １４，０００ １４

算

，０００

事

４. 配 当 割 交 付 金 １

項

１５，０００ １１５，

別

０００

明

５. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

細

交 付 金 ８３，０００ ８

書

３，０００

１

６. 法 人 事 業 税 交

.

付 金 ２７８，０００ ２

　

７８，０００

総

７. 地 方 消 費 税

　

交 付 金 ２，８５０，０

 

００ ２，８５０，００

 

０

８.

 

環 境 性 能 割 交 付 金 ４６

括

，０００ ４６，０００

　

９. 地

 

方 特 例 交 付 金 １１４，

(

０００ １１４，０００

 

10.

歳

地 方 交 付 税 ８，８５０

　

，０００ ８，８５０，

 

０００

 

11. 交 通 安 全 対 策 特

 

別 交 付 金 １５，５００

入

１５，５００

 

12. 分 担 金 及

)

び 負 担 金 ２４７，７７

款

７ ２４７，７７７

補

13. 使 用

正

料 及 び 手 数 料 ５２３，

前

４６４ ５２３，４６４

の

14.

額

国 庫 支 出 金 １１，４４

補

５，３０６ １１，４４

正

５，３０６

額

15. 府 支 出 金 ４

計

，３５９，９５３ ４，３５９，９５３

16. 財 産 収 入 ３１５，３３７ ３１５，３３７

17. 寄 附 金 ２４５，３４２ ２４５，３４２

1

千

8. 繰 入 金 ４１７，４

円

９６ ４１７，４９６

千円 千円

１. 市 税 １

歳

５，０９１，５３４ １

入

５，０９１，５３４

歳

２. 地 方
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前

. 繰 越 金 ９５５，３９

の

６ ９５５，３９６

額

歳　　入　

補

　合　　計 ５１，８８

正

２，８５４ ５８６，８

額

４４ ５２，４６９，６

計

９８

千円 千円 千円

19. 諸 収 入 ２，８０３，４４９ ５８６，８４４ ３，３９０，２９３

20

款

. 市 債 ２，９２７，３

補

００ ２，９２７，３０

正

０

21
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府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.議 会 費

 

340,669 340

(

,669

 

２.総 務 費 4

歳

,312,102 4,

　

312,102

 

３.民

 

生 費 29,637,6

 

31 346,844 2

出

9,984,475 3

 

46,844

)

４.衛 生

補

費 3,240,040

　

3,240,040

　

５

正

.産 業 経 済 費 877,

　

934 240,000

　

1,117,934 2

額

40,000

　

６.土 木

　

費 4,096,504

の

4,096,504

　

７

　

.消 防 費 1,501,

財

287 1,501,2

　

87

　

８.教 育 費 3,9

源

59,941 3,95

　

9,941

　

９.公 債 費

内

3,866,746 3

　

,866,746

　

10

訳

.予 備 費 50,000

款

50,000

補

歳　　

 

出　　合　　計 51,

正

882,854 586

 

,844 52,469

前

,698 586,84

 

4

の 額 補　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 
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雑 入 2,749,25

２

3 586,844 3,

.

336,097

　

１.雑 入 586,84

歳

4 雑入

　

計 2,74

　

9,272 586,8

入

44 3,336,116

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 19. 諸収入

(項) ５. 雑入

２.
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区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) ３. 民生費 (項) １. 社会福祉費

１.社会福祉 2,747,337 346,844 3,09

３

4,181 346,8

.

44 10. 需 用 費 51

　

9 消耗品費 272 令和

歳

５年度低所得者支援臨

　

時

　

総 務 費 印刷製

出

本費 247 給付金支給

(

事業 346,844

款)

11. 役 務 費 1

 

,219 通信運搬費 8

３

18

.

手数料 40

 

1

民

12. 委 託

生

料 5,106 その他委

費

託料

(

19. 扶

項

助 費 340,000

) 

計

１

12,114,159

.

346,844 12,

 

461,003 346

社

,844

会福祉費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

１.

(

商工総務費 396,3

款

63 240,000 6

)

36,363 240,

 

000 12. 委 託 料 7

５

0,000 その他委託

.

料 令和６年度臨時プレ

 

ミアム付

産

18

業

. 負担金、 170,0

経

00 補助金 商品券事業

済

240,000

費

(

補助及び

項

交 付 金

) ２

計 792,671 24

.

0,000 1,032

 

,671 240,00

商

0

工費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　
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令 和 ５ 年 度 
 

 

 

松原市一般会計補正予算 
 

 

 

（第７号） 
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議案第 １ 号 

 

令和５年度松原市一般会計補正予算（第７号） 

 

令和５年度松原市の一般会計の補正予算（第７号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ３６５，２１２千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ 

５２，８３４，９１０千円とする。 

２ 歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の補正は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

（地方債の補正） 

第３条 地方債の変更は、「第３表 地方債補正」による。 

 

令 和 ６ 年 ２ 月 ２７ 日 提出 

 

松 原 市 長 澤 井 宏 文 
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第 　

１. 国

歳

庫 負 担 金 １０，４０７

　

，０９４ １１０，７５

出

０ １０，５１７，８４

　

４

２.

予

国 庫 補 助 金 １，００７

　

，６０８ ３８，５０１

算

１，０４６，１０９

　補

15. 府 支 出 金 ４，

１ 　

３５９，９５３ ５，５

正

００ ４，３６５，４５

歳

３

１.

　

府 負 担 金 ３，２３６，

　

６０４ ４，０００ ３，

入

２４０，６０４

２. 府 補 助 金 ９２１，５５２ １，５００ ９２３，０５２

 

19. 諸 収 入 ３，３９０，２９３ １４２，６６１ ３，５３２，９５４

５

款

. 雑 入 ３，３３６，１

項

１６ １４２，６６１ ３

補

，４７８，７７７

　正

20. 市 債 ２，９２７

　

，３００ ６７，８００

表

前

２，９９５，１００

　

１. 市 債

の

２，９２７，３００ ６

　

７，８００ ２，９９５

額

，１００

補

歳 　 　 入 　 　 合 　 　

　

計 ５２，４６９，６９

 

８ ３６５，２１２ ５２

正

，８３４，９１０

　

　

 額 計

千円 千円 千円

　

14. 国 庫

歳

支 出 金 １１，４４５，

　

３０６ １４９，２５１

入

１１，５９４，５５７
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歳　

１５，５０６ １２，５７６，５０９

款

３. 生 活 保 護 費

項

６，４６７，８９５ １

補

３７，０００ ６，６０

　

４，８９５

正

４. 衛

　

生 費 ３，２４０，０４

前

０ ７，９０６ ３，２４

　

７，９４６

　

の

１. 保 健 衛 生 費 １

　

，３３７，５４７ ７，

額

９０６ １，３４５，４

補

５３

　

８. 教 育 費 ３

 

，９５９，９４１ １０

正

４，８００ ４，０６４

　

，７４１

 

３. 中 学 校 費 ２６０

額

，９７３ １０４，８０

出

計

０ ３６５，７７３

千

歳 　 　 出 　

円

　 合 　 　 計 ５２，４６

千

９，６９８ ３６５，２

円

１２ ５２，８３４，９

千

１０

円

３. 民 生 費 ２９，９８４，４７５ ２５２，５０６ ３０，２３６，９８１

１. 社 会 福 祉 費 １２，４６１，００３ １
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金 額

千円

３． 民 生 費 ２． 児 童 福 祉 費 （ 仮 称 ） 北 認 定 こ ど も 園 建 設 事 業 ５０７，２２０

４． 衛 生 費 １． 保 健 衛 生 費 新 型 コ ロ ナ ウ イ ル ス ワ ク チ ン 接 種 事 業 ９，１２２

２． 道路橋りょう費 天 美 駅 前 西 線 道 路 改 良 事 業 ３９，９００

３． 都 市 計 画 費 天 美 北 第 一 公 園 整 備 事 業 ３３，８４５

８． 教 育 費 ３． 中 学 校 費 松 原 第 六 中 学 校 大 規 模 改 造 事 業 １０４，８００

６． 土 木 費

第 ２ 表  　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事 業 名
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限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償 還 の 方 法 限 度 額 借 入 先 起債の方法 利 率 償還の方法

千円 千円

年10％
以　内

（但し、利率見直し方式
で借入れる政府資金、地
方公共団体金融機構資
金、ゆうちょ銀行資金及
びかんぽ生命保険資金に
ついて利率の見直しを
行った後においては、当
該見直し後の利率）

同　左 同　左 同　左 同　左

第 ３ 表　　地 方 債 補 正

起 債 の 目 的
補 正 前 補 正 後

義務教育施設
整 備 事 業

14,800

政  府

銀  行

その他

普通貸借

又は

証券発行

25年以内（内据置５年以内）
年賦又は半年賦の元金均等又
は元利均等償還とする。ただ
し財政の状況により償還年限
を短縮し、繰上償還をし、又
は借換えることができる。

82,600

-6-



 

令 和 ５ 年 度 

 

 

松原市一般会計補正予算に関する説明書 

 

 

（ 第 ７ 号 ） 
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出

譲 与 税 １８５，０００

補

１８５，０００

正

３. 利 子 割 交

予

付 金 １４，０００ １４

算

，０００

事

４. 配 当 割 交 付 金 １

項

１５，０００ １１５，

別

０００

明

５. 株 式 等 譲 渡 所 得 割

細

交 付 金 ８３，０００ ８

書

３，０００

１

６. 法 人 事 業 税 交

.

付 金 ２７８，０００ ２

　

７８，０００

総

７. 地 方 消 費 税

　

交 付 金 ２，８５０，０

 

００ ２，８５０，００

 

０

８.

 

環 境 性 能 割 交 付 金 ４６

括

，０００ ４６，０００

　

９. 地

 

方 特 例 交 付 金 １１４，

(

０００ １１４，０００

 

10.

歳

地 方 交 付 税 ８，８５０

　

，０００ ８，８５０，

 

０００

 

11. 交 通 安 全 対 策 特

 

別 交 付 金 １５，５００

入

１５，５００

 

12. 分 担 金 及

)

び 負 担 金 ２４７，７７

款

７ ２４７，７７７

補

13. 使 用

正

料 及 び 手 数 料 ５２３，

前

４６４ ５２３，４６４

の

14.

額

国 庫 支 出 金 １１，４４

補

５，３０６ １４９，２

正

５１ １１，５９４，５

額

５７

1

計

5. 府 支 出 金 ４，３５９，９５３ ５，５００ ４，３６５，４５３

16. 財 産 収 入 ３１５，３３７ ３１５，３３７

17. 寄 附 金 ２４５，３４２ ２４５

千

，３４２

円

18. 繰 入 金 ４１７

千

，４９６ ４１７，４９

円

６

千円

１. 市 税 １

歳

５，０９１，５３４ １

入

５，０９１，５３４

歳

２. 地 方

-8-



前

21. 繰 越 金

の

９５５，３９６ ９５５

額

，３９６

補

歳　　入　　合　　

正

計 ５２，４６９，６９

額

８ ３６５，２１２ ５２

計

，８３４，９１０

千円 千円 千円

19. 諸 収 入 ３，３９０，２９３ １４２，６６１ ３，５３２，９５４

20

款

. 市 債 ２，９２７，３

補

００ ６７，８００ ２，

正

９９５，１００

-9-



府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.議 会 費

 

340,669 340

(

,669

 

２.総 務 費 4

歳

,312,102 4,

　

312,102

 

３.民

 

生 費 29,984,4

 

75 252,506 3

出

0,236,981 1

 

17,773 134,

)

733

補

４.衛 生 費 3,

　

240,040 7,9

　

06 3,247,94

正

6 7,906

　

５.産 業

　

経 済 費 1,117,9

額

34 1,117,93

　

4

　

６.土 木 費 4,09

の

6,504 4,096

　

,504

　

７.消 防 費 1

財

,501,287 1,

　

501,287

　

８.教

源

育 費 3,959,94

　

1 104,800 4,

　

064,741 36,

内

978 67,800 2

　

2

　

９.公 債 費 3,86

訳

6,746 3,866

款

,746

補

10.予 備 費

 

50,000 50,0

正

00

 

歳　　出　　合

前

　　計 52,469,

 

698 365,212

の

52,834,910

 

154,751 67,

額

800 142,661

補　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 

-10-



１.民 生 費 10

２

,049,175 11

.

0,750 10,15

　

9,925 １.

歳

社 会 福 祉 費 8,000

　

障害者医療費

　

国 庫 負 担 金

入

負 担 金

３.生 活 保 護 費 102,750 生活保護費

負 担 金

(款) 14. 国庫支出金

計 10,407,094 110,750 10,517,844

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) １. 国庫負担金

-11-



費 571,444 1,523 572,967 １.社 会 福 祉 費 1,523 地域生活支援事業 825

国 庫 補 助 金 補 助 金 指定事業者管理システム改修補助金 698

５.教 育 費 25,997 36,978 62,975 ９

目

.義 務 教 育 36,97

補

8 松原第六中学校大

正

規模改造事業

前

国 庫 補 助 金

の

施 設 整 備 費

額

補 助 金

補　

計 1,007,60

正

8 38,501 1,0

　

46,109

額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 14. 国庫支出金

(項) ２. 国庫補助金

２.民 生

-12-



,102,990 4,000 3,106,990 １.社 会 福 祉 費 4,000 自立支援医療費

府 負 担 金 負 担 金

(款) 15. 府支出金

計 3,236,604 4,000 3,240,604

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 15. 府支出金

(項) １. 府負担金

１.民 生 費 3

-13-



03,359 1,500 804,859 １.社 会 福 祉 費 1,500 重度障害者医療費助成

府 補 助 金 補 助 金

計 921,552 1,500 923,052

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 15. 府支出金

(項) ２. 府補助金

２.民 生 費 8

-14-



,097 142,661 3,478,758 １.雑 入 142,661 雑入

(款) 19. 諸収入

計 3,336,116 142,661 3,478,777

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 19. 諸収入

(項) ５. 雑入

２.雑 入 3,336

-15-



0 67,800 117,700 １.義 務 教 育 67,800 松原第六中学校大規模改造事業

施 設 整 備

事 業 債

計 2,927,300 67,800 2,995,100

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) 20. 市債

(項) １. 市債

６.教 育 債 49,90

-16-



区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) ３. 民生費 (項) １. 社会福祉費

１.社会福祉 3,094,181 1,396 3,095,

３

577 698 698 1

.

2. 委 託 料 1,396

　

その他委託料 福祉事業

歳

者指導監査等事務事

　　

総 務 費 業 1,39

出

6

(

２.重度障

款

害者 266,559 3

)

,000 269,55

 

9 1,500 1,50

３

0 19. 扶 助 費 3,0

.

00 重度障害者医療費

 

助成事業

民

医 療 費

生

3,000

費

９

(

.介護保険費 2,06

項

9,642 60,87

)

5 2,130,517

 

60,875 27. 繰

１

出 金 60,875 他会

.

計繰出金 介護保険特別

 

会計繰出金

社

60

会

,875

福

11

祉

.障 害 者 4,263,

費

522 50,235 4

補

,313,757 12

　

,825 37,410

正

12. 委 託 料 7,39

　

6 その他委託料 自立支

額

援医療事業 16,00

　

0

の

自立支援費

　

18. 負担金、 26,

財

839 負担金 地域生活

　

支援事業 32,585

源　

補助及び 障害者

内

総合支援法事務事業

　訳

交 付 金 1,650

節

説

19. 扶 助 費

　

16,000

　　

計 12,

　

461,003 115

　

,506 12,576

　

,509 15,023

　

100,483

明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

２.

(

扶 助 費 6,213,0

款

00 137,000 6

)

,350,000 10

 

2,750 34,25

３

0 19. 扶 助 費 137

.

,000 生活保護事業

 

137,000

民生

計 6,

費

467,895 137

(

,000 6,604,

項

895 102,750

)

34,250

 ３. 生活保護費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　

-18-



２.予 防 費 688,894 7,906 696,800 7,906 22. 償還金

(

、 7,906 償還金 新

款

型コロナウイルスワク

)

チン

 

利子及び 接

４

種事業 7,906

. 

割 引 料

衛生

計 1,337

費

,547 7,906 1

(

,345,453 7,

項

906

) １. 保健衛生費

(款) ４. 衛生費 (項) １. 保健衛生費
-19-



源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

３.学

(

校建設費 6,500 1

款

04,800 111,

)

300 36,978 6

 

7,800 22 12.

８

委 託 料 2,800 投資

.

的委託料 松原第六中学

 

校大規模改造事

教育

14. 工事請負費 1

費

02,000 投資的工

(

事費 業 104,800

項) 

計 260,973 10

３

4,800 365,7

.

73 36,978 67

 

,800 22

中学校費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　

-20-



令和５年 度中

補 正 前 の 額 補 正 額 元金償還見込額

18,186,480
千円

17,650,434
千円

2,367,300
千円

67,800
千円

1,560,573
千円

18,524,961
千円

教 育 4,742,386 4,584,873 19,200 67,800 433,662 4,238,211

39,426,868 37,152,839 2,927,300 67,800 3,666,215 36,481,724

区 分

令 和 ５ 年 度 中 増 減 見 込 額 令和５年度末

現在高見込額
令和３年度末現在高 令和４年度末現在高 令和５年度中起債見込額

１． 普　　　　 通　　　　 債

（１）

合 計

地方債の令和３年度末及び令和４年度末における現在高
並びに令和５年度末における現在高の見込みに関する調書
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令 和 ５ 年 度 

 

 

松 原 市 介 護 保 険 特 別 会 計 補 正 予 算 

 

 

（第　２　号） 

 

-1-



 

 

議案第 ２ 号 

 

令和５年度松原市介護保険特別会計補正予算（第２号）  

 

 

  令和５年度松原市の介護保険特別会計の補正予算（第２号）は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算の補正） 

第１条 歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ４９４，１９０千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出それぞれ１４，０４９，９９９千円 

とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表 歳入歳出予算補正」による。 

 

 

 

 

 

 

        令和６年２月２７日提出  

                                                                           松 原 市 長  澤 井 宏 文 
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第 　

１. 国 庫 負 担

歳

金 ２，３３２，９４１

　

８９，３２９ ２，４２

出

２，２７０

　

２. 国 庫 補 助 金 １

予

，０１３，２０７ １１

　

，６６６ １，０２４，

算

８７３

　

３. 支 払 基

補

金 交 付 金 ３，５４６，

１ 　

６４２ １３１，４９０

正

３，６７８，１３２

歳

１. 支 払

　

基 金 交 付 金 ３，５４６

　

，６４２ １３１，４９

入

０ ３，６７８，１３２

４. 府 支 出 金 １，８５３，９３１ ６０，８７５ １，９１４，８

 

０６

１. 府 負 担 金 １，７７６，４９３ ５５，８３１ １，８３２，３２４

款

２. 府 補

項

助 金 ７７，４３８ ５，

補

０４４ ８２，４８２

　正

６. 繰 入 金 ２，３９

　

０，０２９ ６０，８７

表

前

５ ２，４５０，９０４

　

１. 他

の

会 計 繰 入 金 ２，０６９

　

，６４２ ６０，８７５

額

２，１３０，５１７

補　

７. 諸 収 入 １，６０

 

５ １３９，９５５ １４

正

１，５６０

　

３. 雑 入 １，２０

　

 

５ １３９，９５５ １４

額

１，１６０

計

歳 　 　 入 　 　 合 　

千

　 計 １３，５５５，８

円

０９ ４９４，１９０ １

千

４，０４９，９９９

円 千円

　

２. 国 庫 支

歳

出 金 ３，３４６，１４

　

８ １００，９９５ ３，

入

４４７，１４３
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歳　

２. 保 険 給 付 費 １

款

２，６４１，８００ ４

項

４６，６４８ １３，０

補

８８，４４８

　

１. 介 護 サ ー ビ

正

ス 等 諸 費 １１，６８６

　

，５０３ ４３９，１４

前

７ １２，１２５，６５

　

０

３.

　

の

高 額 介 護 サ ー ビ ス 等 費

　

３８０，３００ ７，５

額

０１ ３８７，８０１

補　

３. 地 域 支 援 事 業 費

 

５４６，７７４ ４０，

正

３４８ ５８７，１２２

　

介 護 予 防

 

・ 生 活 支 援
１. ３９２

額

，７２８ ４０，３４６

出

計

４３３，０７４
サ ー ビ

千

ス 事 業 費

円

４.

千

そ の 他 諸 費 １，１５５

円

２ １，１５７

千

歳 　 　 出 　 　 合

円

　 　 計 １３，５５５，８０９ ４９４，１９０ １４，０４９，９９９

１. 総 務 費 ２４６，４４５ ７，１９４ ２５３，６３９

１. 総 務 管 理 費 １０９，０５４ ７，１９４ １１６，２４８
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令 和 ５ 年 度 
 

 
松原市介護保険特別会計補正予算に関する説明書 

 

 
（第 ２ 号） 
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出

出 金 ３，３４６，１４

補

８ １００，９９５ ３，

正

４４７，１４３

予

３. 支 払 基 金

算

交 付 金 ３，５４６，６

事

４２ １３１，４９０ ３

項

，６７８，１３２

別

４. 府 支 出

明

金 １，８５３，９３１

細

６０，８７５ １，９１

書

４，８０６

１

５. 財 産 収 入 １６

.

４ １６４

　

６. 繰 入 金 ２，３９

総

０，０２９ ６０，８７

　

５ ２，４５０，９０４

 

７. 諸

 

収 入 １，６０５ １３９

 

，９５５ １４１，５６

括

０

８.

　

繰 越 金 ５８，５４３ ５

 

８，５４３

(

歳　　入　　合　

 

　計 １３，５５５，８

歳

０９ ４９４，１９０ １

　

４，０４９，９９９

   入 )

款 補 正 前 の 額 補 正 額 計

千円 千円 千円

１. 保 険 料

歳

２，３５８，７４７ ２

入

，３５８，７４７

歳

２. 国 庫 支
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府 支 出 金 地　　方　　債 そ　　の　　他

千円 千円 千円 千円 千

 

円 千円 千円

 

１.総 務 費

 

246,445 7,1

(

94 253,639 3

 

,597 3,597

歳

２

　

.保 険 給 付 費 12,6

 

41,800 446,

 

648 13,088,

 

448 145,160

出

120,595 180

 

,893

)

３.地 域 支 援

補

事 業 費 546,774

　

40,348 587,

　

122 13,113 1

正

0,895 16,34

　

0

　

４.基 金 積 立 金 10

額

,144 10,144

　　

５.公 債 費 3,464

の

3,464

　

６.諸 支 出

　

金 77,182 77,

財

182

　

７.予 備 費 30

　

,000 30,000

源　

歳　　出　　合　　

　

計 13,555,80

内

9 494,190 14

　

,049,999 16

　

1,870 131,4

訳

90 200,830

款 補 正 前 の 額 補　　正　　額 計 特　　　　　　定　　　　　　財　　　　　　源
一　 般　 財　 源

国 
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１.介 護 給 付 費 2

２

,332,941 89

.

,329 2,422,

　

270 １.現 年

歳

度 分 89,329 介護

　

給付費負担金

　

負 担 金

入

計 2,332,941 89,329 2,422,270

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ２. 国庫支出金

(項) １. 国庫負担金
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援事業 109,316 8,069 117,385 １.現 年 度 分 8,069 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

交付金（介護

予 防 ・ 日 常

生 活 支 援

総 合 事 業 ）

目 補

６.介 護 保 険 3,5

正

97 3,597

前

１.介 護 保 険 3,5

の

97

額

事業費補助金 事

補

業費補助金

(款)

　

 ２. 国庫支出金

正　

計 1,013,20

額

7 11,666 1,0

計

24,873

節
説　　　　　　　　　明

区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ２. 国庫支出金

(項) ２. 国庫補助金

２.地域支

-9-



.介 護 給 付 費 3,433,733 120,595 3,554,328 １.現 年 度 分 120,595 介護給付費交付金

交 付 金

２.地域支援事業 112,909 10,895 123,804 １.現 年 度 分 10,89

目

5 地域支援事業支援

補

交付金

正

支 援 交 付 金

前の

計 3,546,642

額

131,490 3,6

補

78,132

　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ３. 支払基金交付金

(項) １. 支払基金交付金

１

-10-



1,776,493 55,831 1,832,324 １.現 年 度 分 55,831 介護給付費負担金

負 担 金

(款) ４. 府支出金

計 1,776,493 55,831 1,832,324

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ４. 府支出金

(項) １. 府負担金

１.介 護 給 付 費
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業 51,486 5,044 56,530 １.現 年 度 分 5,044 地域支援事業交付金（介護予防・日常生活支援総合事業）

交付金（介護

予 防 ・ 日 常

生 活 支 援

総 合 事 業 ）

目 補

計 77,438 5,0

正

44 82,482

前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ４. 府支出金

(項) ２. 府補助金

１.地域支援事

-12-



2,069,642 60,875 2,130,517 １.一 般 会 計 60,875

繰 入 金 繰 入 金

(款) ６. 繰入金

計 2,069,642 60,875 2,130,517

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ６. 繰入金

(項) １. 他会計繰入金

１.一 般 会 計

-13-



,955 140,460 １.雑 入 139,955 雑入

計 1,205 139,955 141,160

目 補正前の額 補　正　額 計
節

説　　　　　　　　　明
区　　分 金　額

千円 千円 千円 千円 千円

(款) ７. 諸収入

(項) ３. 雑入

３.雑 入 505 139

-14-



区　　分 金　　額
国府支出金 地方債 その他

千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款) １. 総務費 (項) １. 総務管理費

１.一般管理費 109,054 7,194 116,248

３

3,597 3,597

.

12. 委 託 料 7,19

　

4 その他委託料 一般事

歳

務費 7,194

　　

計 10

出

9,054 7,194

(

116,248 3,5

款

97 3,597

) １. 総務費

(項) １. 総務管理費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源
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　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(

１.居 宅 介 護

款

6,391,828 4

)

80,207 6,87

 

2,035 156,0

２

67 129,656 1

.

94,484 18. 負

 

担金、 480,207

保

負担金 居宅介護サービ

険

ス給付費事業

給

サ

付

ー ビ ス 補助及び 480

費

,207

(

給 付 費

項

交 付 金

)

２.地

 

域密着型 1,111,

１

726 △135,87

.

0 975,856 △4

 

4,158 △36,6

介

85 △55,027 1

護

8. 負担金、 △135

サ

,870 負担金 地域密

ー

着型介護サービス給付

ビス

介 護 補助及び 費

等

事業 △135,870

諸費

サ ー ビ ス 交 付 金

給 付 費

３.施 設 介 護 3,299,825 143,399 3,443,224 46,605 38,718 58,076 18. 負担金、 143,399 負担金 施設介護サービス給付費事業

サ ー ビ ス 補助及び 143,399

給 付 費 交 付 金

補

６.居 宅 介 護 826,

　

000 △48,589

正

777,411 △15

　

,792 △13,11

額

9 △19,678 18

　

. 負担金、 △48,5

の

89 負担金 居宅介護サ

　

ービス計画給付費

財　

サ ー ビ ス 補助及び 事

源

業 △48,589

　内

計画給付費 交 付 金

　訳

計

節

11,686,503

説

439,147 12,

　

125,650 142

　

,722 118,57

　

0 177,855

　　　　明目 補正前の額 補 正 額 計 特　
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１.高 額 介 護 380,000 7,501 387

(

,501 2,438 2

款

,025 3,038 1

)

8. 負担金、 7,50

 

1 負担金 高額介護サー

２

ビス費事業

.

サー

 

ビス費 補助及び 7,5

保

01

険

交 付 金

給付

計 3

費

80,300 7,50

(

1 387,801 2,

項

438 2,025 3,

)

038

 ３. 高額介護サービス等費

(款) ２. 保険給付費 (項) ３. 高額介護サービス等費
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額 補 正 額 計 特　　定　　財　　源
一般財源 区　　分 金　　額

国府支出金 地方債 その他
千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円 千円

(款

１.介護予防・

)

351,193 38,

 

269 389,462

３

12,438 10,3

.

33 15,498 18

 

. 負担金、 38,26

地

9 負担金 介護予防・生

域

活支援サービス

支援

生 活 支 援 補助及び 事業

事

38,269

業

サ

費

ー ビ ス 交 付 金

(

事

項

業 費

)

２.介 護

 

予 防 41,535 2,

１

077 43,612 6

.

75 561 841 18

 

. 負担金、 2,077

介

負担金 介護予防ケアマ

護

ネジメント事

予

ケ

防

ア マ ネ 補助及び 業 2,

・

077

生

ジ メ ン ト

活

交 付 金

支

事 業 費

援サ

計

ー

392,728 40,

ビ

346 433,074

ス

13,113 10,8

事

94 16,339

業費

補　正　額　の　財　源　内　訳 節

説　　　　　　　明目 補正前の
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１.審 査 支 払 1,155 2 1,157 1 1 11. 役 務 費 2 手

(

数料 審査支払事業 2

款)

手 数 料

 ３

計 1,15

.

5 2 1,157 1 1

 地域支援事業費

(項) ４. その他諸費

(款) ３. 地域支援事業費 (項) ４. その他諸費

-19-



 

 

 

 

 

 

議案第３号から議案第１６号まで 

 

 

 

別      冊 

 

 

 

 

 

 



議案第１７号 

 

 

松原市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関 

する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法 

 

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条 

 

例第４２号）の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



松原市条例第  号 

 

   松原市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等 

に関する法律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関 

する条例の一部を改正する条例 

 

 松原市行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法

律に基づく個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例（平成２７年条

例第４２号）の一部を次のように改正する。 

 第４条第４項中「法別表第２の第２欄に掲げる事務」を「特定個人番号利用事

務」に、「同表の第４欄に掲げる特定個人情報」を「利用特定個人情報」に、

「当該特定個人情報」を「当該利用特定個人情報」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、公布の日又は行政手続における特定の個人を識別するための番号

の利用等に関する法律等の一部を改正する法律（令和５年法律第４８号）の施行

の日のいずれか遅い日から施行する。 



議案第１８号 

 

 

松原市監査委員に関する条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市監査委員に関する条例（昭和３９年条例第１０号）の一部を改正する条 

 

例を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



松原市条例第  号 

 

松原市監査委員に関する条例の一部を改正する条例 

 

 松原市監査委員に関する条例（昭和３９年条例第１０号）の一部を次のように

改正する。 

 第３条中「第２４３条の２の２」を「第２４３条の２の８」に改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第１９号 

 

 

松原市手数料条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市手数料条例（昭和３９年条例第１４号）の一部を改正する条例を次のと 

 

おり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市手数料条例の一部を改正する条例 

 

第１条 松原市手数料条例（昭和３９年条例第１４号）の一部を次のように改正

する。 

  第２条第１５号中「磁気ディスクをもつて調製された戸籍に記録されている

事項の全部若しくは一部を証明した書面」を「戸籍証明書」に改め、同条第 

１６号中「磁気ディスクをもつて調製された除かれた戸籍に記録されている事

項の全部若しくは一部を証明した書面」を「除籍証明書」に改める。 

  第２条中第５２号を第５４号とし、第２３号から第５１号までを２号ずつ繰

り下げ、同条第２２号中「届書等」の次に「又は当該届書等情報の内容」を、

「書類」の次に「又は届書等情報の内容を表示したもの」を加え、同号を同条

第２４号とし、同条第２１号中「記載事項」の次に「又は当該届書等情報の内

容」を加え、同号を同条第２３号とし、同条中第２０号を第２２号とし、第 

１９号を第２１号とし、同条第１８号の次に次の２号を加える。 

  （１９） 戸籍電子証明書提供用識別符号の発行 １件につき４００円（情

報提供等記録開示システムにより発行するとき又は同一事項の戸籍

の謄本若しくは抄本又は戸籍証明書と同時に請求するときは、無

料） 

  （２０） 除籍電子証明書提供用識別符号の発行 １件につき７００円（情

報提供等記録開示システムにより発行するとき又は同一事項の除か

れた戸籍の謄本若しくは抄本又は除籍証明書と同時に請求するとき

は、無料） 

 第３条第４号中「前条第４４号」を「前条第４６号」に改め、同条第５号中

「前条第４５号」を「前条第４７号」に改め、同条第６号中「前条第４６号」

を「前条第４８号」に改め、同条第７号中「前条第４７号」を「前条第４９

号」に改め、同条第８号中「前条第５２号」を「前条第５４号」に改める。 

第８条第２項中「第２条第２８号」を「第２条第３０号」に、「第４３号」

を「第４５号」に、「第４７号」を「第４９号」に改める。 

第２条 松原市手数料条例の一部を次のように改正する。 

第２条中第５４号を第５５号とし、第５０号から第５３号までを１号ずつ繰

り下げ、同条第４９号中「別表第９」を「別表第１０」に改め、同号を同条第

５０号とし、同条第４８号中「別表第８」を「別表第９」に改め、同号を同条

第４９号とし、同条第４７号中「別表第７」を「別表第８」に改め、同号を同

条第４８号とし、同条第４６号中「別表第６」を「別表第７」に改め、同号を

同条第４７号とし、同条第４５号中「別表第５」を「別表第６」に改め、同号

を同条第４６号とし、同条中第４４号を第４５号とし、第１２号から第４３号

までを１号ずつ繰り下げ、同条第１１号中「別表第４」を「別表第５」に改め、

同号を同条第１２号とし、同条中第１０号を第１１号とし、第９号を第１０号
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とし、同条第８号中「別表第３」を「別表第４」に改め、同号を同条第９号と

し、同条第７号中「別表第３」を「別表第４」に改め、同号を同条第８号とし、

同条第６号中「別表第２」を「別表第３」に改め、同号を同条第７号とし、同

条第５号の次に次の１号を加える。 

（６） 宅地造成及び特定盛土等規制法（昭和３６年法律第１９１号）に基

づく中間検査 別表第２に定める額 

第３条第４号中「前条第４６号」を「前条第４７号」に、「別表第６」を

「別表第７」に改め、同条第５号中「前条第４７号」を「前条第４８号」に、

「別表第７」を「別表第８」に改め、同条第６号中「前条第４８号」を「前条

第４９号」に、「別表第８」を「別表第９」に改め、同条第７号中「前条第 

４９号」を「前条第５０号」に、「別表第９」を「別表第１０」に改め、同条

第８号中「前条第５４号」を「前条第５５号」に改める。 

第８条第２項中「第２条第３０号」を「第２条第３１号」に、「第４５号」

を「第４６号」に、「第４９号」を「第５０号」に改める。 

別表第９を別表第１０とし、別表第８の１の項のイ中「設計したものをい

う。」の次に「以下この項、」を、「次に定める金額」の次に「（当該移動式

製造設備について液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関する法律

（昭和４２年法律第１４９号）第３７条の４第１項の許可を受けた者の許可の

申請に対する審査にあつては、６，０００円）」を加え、同表の５の項の

（１）中「（昭和４２年法律第１４９号）」を削り、同表を別表第９とし、別

表第２から別表第７までを１表ずつ繰り下げ、別表第１の次に次の１表を加え

る。 

別表第２（第２条関係） 

事務 手数料の額 

宅地造成及び特定盛

土等規制法第 18 条第

1 項に規定する中間検

査 

 

ア 盛土等の土地の面積が 500 平方メートルの場合 

3,900 円 

イ 盛土等の土地の面積が 500 平方メートルを超え

1,000 平方メートル以内の場合 4,300 円 

ウ 盛土等の土地の面積が 1,000 平方メートルを超え

2,000 平方メートル以内の場合 4,800 円 

エ 盛土等の土地の面積が 2,000 平方メートルを超え

3,000 平方メートル以内の場合 5,500 円 

オ 盛土等の土地の面積が 3,000 平方メートルを超え

5,000 平方メートル以内の場合 6,100 円 

カ 盛土等の土地の面積が 5,000 平方メートルを超え

10,000 平方メートル以内の場合 7,000 円 

キ 盛土等の土地の面積が 10,000 平方メートルを超

え 20,000 平方メートル以内の場合 9,200 円 

ク 盛土等の土地の面積が 20,000 平方メートルを超
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え 40,000 平方メートル以内の場合 12,600 円 

ケ 盛土等の土地の面積が 40,000 平方メートルを超

え 70,000 平方メートル以内の場合 18,100 円 

コ 盛土等の土地の面積が 70,000 平方メートルを超

え 100,000 平方メートル以内の場合 24,600 円 

サ 盛土等の土地の面積が 100,000 平方メートルを超

える場合 31,800 円 

 

   附 則 

この条例は、令和６年３月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和

６年４月１日から施行する。 



議案第２０号 

 

 

松原市介護保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市介護保険条例（平成１２年条例第１７号）の一部を改正する条例を次の 

 

とおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

松原市条例第  号 

 

   松原市介護保険条例の一部を改正する条例 

 

松原市介護保険条例（平成１２年条例第１７号）の一部を次のように改正する。 

第４条を次のように改める。 

（保険料率） 

第４条 令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、次の各号

に掲げる第１号被保険者の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１） 令第３９条第１項第１号に掲げる者 ４３，１３４円 

（２） 令第３９条第１項第２号に掲げる者 ６４，９３８円 

（３） 令第３９条第１項第３号に掲げる者 ６５，４１２円 

（４） 令第３９条第１項第４号に掲げる者 ８５，３２０円 

（５） 令第３９条第１項第５号に掲げる者 ９４，８００円 

（６） 次のいずれかに該当する者 １１３，７６０円 

ア 地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第２９２条第１項第１３号

に規定する合計所得金額（以下「合計所得金額」という。）（租税特

別措置法（昭和３２年法律第２６号）第３３条の４第１項若しくは第

２項、第３４条第１項、第３４条の２第１項、第３４条の３第１項、

第３５条第１項、第３５条の２第１項、第３５条の３第１項又は第 

３６条の規定の適用がある場合には、当該合計所得金額から令第２２

条の２第２項に規定する特別控除額を控除して得た額とし、当該合計

所得金額が零を下回る場合には、零とする。以下同じ。）が、 

１，２００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のいずれに

も該当しないもの 

イ 要保護者（生活保護法（昭和２５年法律第１４４号）第６条第２項

に規定する要保護者をいう。以下同じ。）であって、その者が課され

る保険料額について、この号の区分による額を適用されたならば保護

（同法第２条に規定する保護をいう。以下同じ。）を必要としない状

態となるもの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除

く。）、次号イ、第８号イ、第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第

１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第

１７号イに該当する者を除く。） 

（７） 次のいずれかに該当する者 １２３，２４０円 

ア 合計所得金額が、１，２００，０００円以上２，１００，０００円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、

第９号イ、第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第 
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１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イに該当する者を除

く。） 

（８） 次のいずれかに該当する者 １４２，２００円 

ア 合計所得金額が、２，１００，０００円以上３，２００，０００円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、

第１０号イ、第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第

１５号イ、第１６号イ又は第１７号イに該当する者を除く。） 

（９） 次のいずれかに該当する者 １６１，１６０円 

ア 合計所得金額が、３，２００，０００円以上４，２００，０００円

未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号の

区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となるもの

（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、次号イ、

第１１号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第

１６号イ又は第１７号イに該当する者を除く。） 

（１０） 次のいずれかに該当する者 １８０，１２０円 

ア 合計所得金額が、４，２００，０００円以上５，２００，０００

円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１２号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第 

１６号イ又は第１７号イに該当する者を除く。） 

（１１） 次のいずれかに該当する者 １９９，０８０円 

ア 合計所得金額が、５，２００，０００円以上６，２００，０００

円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第

１７号イに該当する者を除く。） 

（１２） 次のいずれかに該当する者 ２１８，０４０円 

ア 合計所得金額が、６，２００，０００円以上７，２００，０００

円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、
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次号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イに該

当する者を除く。） 

（１３） 次のいずれかに該当する者 ２２７，５２０円 

ア 合計所得金額が、７，２００，０００円以上８，２００，０００

円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イに該当する者を除

く。） 

（１４） 次のいずれかに該当する者 ２３７，０００円 

ア 合計所得金額が、８，２００，０００円以上９，２００，０００

円未満である者であり、かつ、前各号のいずれにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ、第１６号イ又は第１７号イに該当する者を除く。） 

（１５） 次のいずれかに該当する者 ２４６，４８０円 

ア 合計所得金額が、９，２００，０００円以上 

１０，２００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）、

次号イ又は第１７号イに該当する者を除く。） 

（１６） 次のいずれかに該当する者 ２５５，９６０円 

ア 合計所得金額が、１０，２００，０００円以上 

１１，２００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）又

は次号イに該当する者を除く。） 

（１７） 次のいずれかに該当する者 ２６５，４４０円 

ア 合計所得金額が、１１，２００，０００円以上 

１２，２００，０００円未満である者であり、かつ、前各号のいず

れにも該当しないもの 

イ 要保護者であって、その者が課される保険料額について、この号

の区分による額を適用されたならば保護を必要としない状態となる

もの（令第３９条第１項第１号イ（（１）に係る部分を除く。）に
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該当する者を除く。） 

（１８） 前各号のいずれにも該当しない者 ２７４，９２０円 

２ 前項第１号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減額賦課に係る令和

６年度から令和８年度までの各年度における保険料率は、同号の規定にかかわ

らず、２７，０１８円とする。 

３ 前項の規定は、第１項第２号に掲げる第１号被保険者についての保険料の減

額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率につい

て準用する。この場合において、前項中「２７，０１８円」とあるのは、 

「４５，９７８円」と読み替えるものとする。 

４ 第２項の規定は、第１項第３号に掲げる第１号被保険者についての保険料の

減額賦課に係る令和６年度から令和８年度までの各年度における保険料率につ

いて準用する。この場合において、第２項中「２７，０１８円」とあるのは、

「６４，９３８円」と読み替えるものとする。  

第６条第３項中「又は第１０号イ」を「、第１０号イ、第１１号イ、第１２号

イ、第１３号イ、第１４号イ、第１５号イ、第１６号イ又は第１７号イ」に改め、

「（第１項に規定するものを除く。）」を削り、「第１０号まで」を「第１７号

まで」に改める。 

 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ 改正後の松原市介護保険条例の規定は、令和６年度以後の年度分の保険料か

ら適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前の例による。 

 

 



議案第２１号 

 

 

松原市国民健康保険条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市国民健康保険条例（昭和３５年条例第６号）の一部を改正する条例を次 

 

のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 
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松原市条例第  号 

 

   松原市国民健康保険条例の一部を改正する条例 

 

（松原市国民健康保険条例の一部改正） 

第１条 松原市国民健康保険条例（昭和３５年条例第６号）の一部を次のように

改正する。 

  第１５条第２項、第１５条の５の５第２項及び第１５条の９第２項中「小数

点以下第４位未満の端数又は」を削る。 

  第２０条第１項中「減少し、又は」を「減少し、若しくは」に、「又は第 

１５条の７」を「若しくは第１５条の７」に改め、「第２２条第１項各号」の

次に「（同条第３項又は第４項の規定により読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。）」を加え、「若しくは同条第３項若しくは第４項の規定

により読み替えて準用する同条第１項各号」を「、第２２条の３第１項（同条

第３項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に

定める第１５条若しくは第１５条の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料

率にそれぞれ１０分の５を乗じて得た額、第２２条の３第４項第１号（同条第

６項の規定により読み替えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定

める額、第２２条の４第１項各号（同条第３項又は第４項の規定により読み替

えて準用する場合を含む。次項において同じ。）に定める額若しくは同条第５

項各号（同条第７項又は第８項の規定により読み替えて準用する場合を含む。

次項において同じ。）」に、「又は特例対象被保険者等となつた」を「若しく

は特例対象被保険者等となつた若しくは特例対象被保険者等ではなくなつた」

に改め、同条第２項中「若しくは同条第３項若しくは第４項の規定により読み

替えて準用する同条第１項各号」を「、第２２条の３第１項に定める第１５条

若しくは第１５条の４の基礎賦課額の被保険者均等割の保険料率にそれぞれ 

１０分の５を乗じて得た額、第２２条の３第４項第１号に定める額、第２２条

の４第１項各号に定める額若しくは同条第５項各号」に改める。 

 第２２条の４第２項中「及び第３項」を削り、「前項に規定する」を「前項

各号に定めるところにより算定した」に改め、同条第４項中「、第１項中」の

次に「「規定する出産被保険者をいう。以下同じ。」とあるのは「規定する出

産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。）をいう。以下この項

において同じ。」と、」を加え、同条第６項中「及び第３項」を削り、「前項

に規定する」を「前項各号に定めるところにより算定した」に改め、同条第８

項中「、第５項中」を「、第５項各号列記以外の部分中「出産被保険者」とあ

るのは「出産被保険者（介護納付金賦課被保険者である者に限る。以下この項

において同じ。）」と、」に改める。 

第２条 松原市国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

第１１条の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保

険者（法附則第７条第１項に規定する退職被保険者等（以下「退職被保険者
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等」という。）以外の被保険者をいう。以下同じ。）に係る」を削り、同条第

１号ア中「（一般被保険者に係るものに限る。）」を削り、同号イ中「法附則

第２２条」を「法附則第７条」に改め、「府が行う国民健康保険の一般被保険

者に係るものに限り、」を削り、同号カ中「退職被保険者等に係る療養の給付

に要する費用の額から当該給付に係る一部負担金に相当する額を控除した額並

びに入院時食事療養費、入院時生活療養費、保険外併用療養費、療養費、訪問

看護療養費、特別療養費、移送費、高額療養費及び高額介護合算療養費の支給

に要する費用の額並びに府が行う国民健康保険の一般被保険者に係る」及び

「及び退職被保険者等に係る国民健康保険事業費納付金の納付に要する費用の

額」を削り、同条第２号イ中「法附則第２２条」を「法附則第７条」に改め、

同号ウ中「（エにおいて「国民健康保険保険給付費等交付金」という。）（退

職被保険者等の療養の給付等に要する費用（法附則第２２条の規定により読み

替えられた法第７０条第１項に規定する療養の給付等に要する費用をいう。以

下同じ。）に係るものを除く。）」を削り、同号エ中「法附則第９条第１項の

規定により読み替えられた」及び「並びに国民健康保険保険給付費等交付金

（退職被保険者等の療養の給付等に要する費用に係るものに限る。）の額」を

削る。 

第１２条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般被保険者

に係る」を削り、「一般被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、

「（一般被保険者と退職被保険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世

帯を一般被保険者の属する世帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を削る。 

第１３条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般被

保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１項中「一般被

保険者に係る」を削り、同項第３号イ及びウ中「一般被保険者」を「被保険

者」に改める。  

第１５条の２から第１５条の４の２までを次のように改める。 

第１５条の２から第１５条の４の２まで 削除 

  第１５条の５中「又は第１５条の２」及び「（一般被保険者と退職被保険者

等が同一の世帯に属する場合には第１２条の基礎賦課額と第１５条の２の基礎

賦課額との合算額をいう。第２０条及び第２２条第１項において同じ。）」を

削る。 

  第１５条の５の２の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条各号列記

以外の部分中「一般被保険者に係る」を削り、同条第１号中「であつて、府が

行う国民健康保険の一般被保険者に係るもの」を削り、同条第２号ア中「法附

則第２２条」を「法附則第７条」に改め、同号イ中「法附則第９条第１項の規

定により読み替えられた」を削る。 

第１５条の５の３の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般

被保険者につき」を「被保険者につき」に改め、「（一般被保険者と退職被保

険者等とが同一の世帯に属する場合には、当該世帯を一般被保険者の属する世
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帯とみなして算定した世帯別平等割額）」を削る。 

第１５条の５の４の見出し中「一般被保険者に係る」を削り、同条中「一般

被保険者」を「被保険者」に改める。 

第１５条の５の５の見出し及び同条第１項中「一般被保険者に係る」を削

る。 

第１５条の５の６から第１５条の５の９までを次のように改める。 

第１５条の５の６から第１５条の５の９まで 削除 

第１５条の５の１０中「又は第１５条の５の６」及び「（一般被保険者と退

職被保険者等が同一の世帯に属する場合には、第１５条の５の３の後期高齢者

支援金等賦課額と第１５条の５の６の後期高齢者支援金等賦課額との合算額を

いう。第２０条及び第２２条第１項において同じ。）」を削る。 

第１５条の６第２号ア中「法附則第２２条」を「法附則第７条」に改め、同

号イ中「法附則第９条第１項の規定により読み替えられた」を削る。 

第２０条第１項中「、第１５条の２、第１５条の５の３若しくは第１５条の

５の６」を「若しくは第１５条の５の３」に改め、「若しくは第１５条の４」

及び「若しくは特例対象被保険者等ではなくなつた」を削り、同条第２項中「、

第１５条の２、第１５条の５の３若しくは第１５条の５の６」を「若しくは第

１５条の５の３」に改め、「若しくは第１５条の４」を削る。 

第２２条第１項中「又は第１５条の２」を削り、同条第３項中「又は第１５

条の２」及び「又は第１５条の５の６」を削り、同条第４項中「又は第１５条

の２」を削る。 

第２２条の３第１項中「又は第１５条の４」を削り、同条第３項中「又は第 

１５条の４」、「又は第１５条の５の８」及び「、「第１５条第２項」とある

のは「第１５条の５の５第２項」と」を削り、同条第４項第１号中「又は第 

１５条の４」を削り、同条第６項中「又は第１５条の４」、「又は第１５条の

５の８」及び「、「第１５条第２項」とあるのは「第１５条の５の５第２項」

と」を削る。 

第２２条の４第１項中「又は第１５条の２」を削り、同条第３項中「又は第 

１５条の２」及び「又は第１５条の５の６」を削り、同条第４項及び第５項中

「又は第１５条の２」を削り、同条第７項中「又は第１５条の２」及び「又は

第１５条の５の６」を削り、同条第８項中「又は第１５条の２」を削る。 

第３条 松原市国民健康保険条例の一部を次のように改正する。 

第２８条第１項中「第９項」を「第５項」に、「若しくは虚偽の届出をした

場合又は同条第３項若しくは第４項の規定により被保険者証の返還を求められ

てこれに応じない場合」を「又は虚偽の届出をした場合」に改める。 

 

   附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、令和６年４月１日から施行する。ただし、次の各号に掲げる規

定は、当該各号に定める日から施行する。 
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（１） 第１条の規定 公布の日 

（２） 第３条の規定 令和６年１２月２日 

 （経過措置） 

２ 第２条の規定による改正後の第６章の規定は、令和６年度以後の年度分の保

険料について適用し、令和５年度以前の年度分の保険料については、なお従前

の例による。 

３ 第１項第２号に掲げる日の前において、第３条の規定による改正前の松原市 

 国民健康保険条例第２８条第１項に規定する者に該当する者に対する過料の適

用については、なお従前の例による。 



議案第２２号 

 

 

松原市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市道路占用料徴収条例（昭和３１年条例第１１号）の一部を改正する条例 

 

を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市道路占用料徴収条例の一部を改正する条例 

 

 松原市道路占用料徴収条例（昭和３１年条例第１１号）の一部を次のように改

正する。 

第３条の次に次の１条を加える。 

第３条の２ 前２条の規定にかかわらず、占用期間が１月未満であるときは、前

２条の規定により算定した額に、当該額に課すべき消費税法（昭和６３年法律

第１０８号）の規定による消費税の額及び地方税法（昭和２５年法律第２２６

号）の規定による地方消費税の額を加算して得た額（この額に１円未満の端数

があるときは、これを切り捨てた額）を占用料の納入額とする。 

 別表を次のように改める。 

別表（第２条関係） 

占用物件 単位 占用料 

法第３２条

第１項第１

号に掲げる

工作物 

電柱 １本につき１年 ４，０００円 

支柱（電柱） ４，１００円 

支線柱（電柱） １，９００円 

支線（電柱） ７９０円 

電話柱 ２，４００円 

支柱（電話柱） ２，１００円 

支線柱（電話柱） １，８００円 

支線（電話柱） ７９０円 

その他柱類 ２４０円 

共架電線その他上空に設け

る線類 

長さ１メートル

につき１年 

２４円 

地下電線その他地下に設け

る線類 

１４円 

路上に設ける変圧器 １個につき１年 ２，４００円 

地下に設ける変圧器 

 

 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，４００円 

変圧塔その他これに類する

もの及び公衆電話所 

１個につき１年 ４，７００円 

郵便差出箱及び信書便差出

箱 

２，０００円 

その他のもの 占用面積１平方

メートルにつき

１年 

４，７００円 
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法第３２条

第１項第２

号に掲げる

物件 

 

 

 

 

 

 

外径が０．０７メートル未

満のもの 

長さ１メートル

につき１年 

 

９８円 

 

外径が０．０７メートル以

上０．１０メートル未満の

もの 

１４０円 

 

 

外径が０．１０メートル以

上０．１５メートル未満の

もの 

２１０円 

外径が０．１５メートル以

上０．２０メートル未満の

もの 

２８０円 

外径が０．２０メートル以

上０．３０メートル未満の

もの 

４２０円 

外径が０．３０メートル以

上０．４０メートル未満の

もの 

５６０円 

外径が０．４０メートル以

上０．７０メートル未満の

もの 

９８０円 

外径が０．７０メートル以

上１メートル未満のもの 

１，４００円 

外径が１メートル以上のも

の 

２，８００円 

マンホールその他これに類

するもの 

占用面積１平方

メートルにつき

１年 

１，４００円 

法第３２条第１項第３号及び第４号に掲

げる施設 

４，７００円 

法第３２条

第１項第５

号に掲げる

施設 

上空に設ける通路 ２，４００円 

地下に設ける通路 １，４００円 

その他のもの ４，７００円 

法第３２条

第１項第６

号に掲げる

施設 

一時的に設けるもの 占用面積１平方

メートルにつき

１日 

４７円 

道路法施行

令（ 昭 和 

２７年政令

看板（アーチ

であるものを

除く。） 

一時的に設

けるもの 

表示面積１平方

メートルにつき

１月 

４７０円 
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第 ４ ７ ９

号 。 以 下

「施行令」

という。）

第７条第１

号に掲げる

物件 

その他のも

の 

表示面積１平方

メートルにつき

１年 

４，７００円 

標識 １本につき１年 ３，８００円 

旗ざお 一時的に設

けるもの 

１本につき１日 ４７円 

幕（施行令第

７条第４号に

掲げる工事用

施設であるも

のを除く。） 

一時的に設

けるもの 

その面積１平方

メートルにつき

１日 

４７円 

アーチ 車道を横断

するもの 

１基につき１年 ４，７００円 

その他のも

の 

２，４００円 

施行令第７条第４号に掲げる工事用施設

及び同条第５号に掲げる工事用材料 

占用面積１平方

メートルにつき

１月 

４７０円 

 

施行令第７条第６号に掲げる仮設建築物

及び同条第７号に掲げる施設 

４７０円 

施行令第７条第１２号に掲げる器具 占用面積１平方

メートルにつき

１年 

４，７００円 

その他のもの 占用面積１平方

メートルにつき

又は長さ１メー

トルにつき１年 

３６０円 

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



議案第２３号 

 

 

松原市南部大阪都市計画田井城６丁目地区地区計画の区域内におけ 

る建築物の制限に関する条例制定について 

 

 

松原市南部大阪都市計画田井城６丁目地区地区計画の区域内における建築物の 

 

制限に関する条例を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市南部大阪都市計画田井城６丁目地区地区計画の区域内におけ 

る建築物の制限に関する条例 

 

（目的） 

第１条 この条例は、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号。以下「法」とい 

う。）第６８条の２第１項の規定に基づき、本市が定める南部大阪都市計画

田井城６丁目地区地区計画（以下「田井城６丁目地区計画」という。）の区

域内における建築物に関する制限を定めることにより、適正な都市機能と健

全な都市環境を確保することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この条例における用語の意義は、法及び建築基準法施行令（昭和２５年

政令第３３８号。以下「令」という。）の定めるところによる。 

（適用区域） 

第３条 この条例は、田井城６丁目地区計画の区域内に適用する。 

（建築物の用途の制限） 

第４条 田井城６丁目地区計画の区域内においては、次の各号に掲げる建築物以 

外を建築してはならない。 

（１） 令第１３０条の５の２第２号に掲げる建築物 

（２） 令第１３０条の５の２第４号に掲げる建築物 

（３） 令第１３０条の５の３第２号に掲げる建築物 

（４） 令第１３０条の５の３第３号に掲げる建築物 

（５） 前各号に掲げる建築物に附属するもの 

（建築物の建ぺい率の制限） 

第５条 建築物の建築面積の敷地面積に対する割合は、１０分の５以下でなけれ

ばならない。 

（建築物の高さの制限） 

第６条 建築物の高さは、１５メートル以下でなければならない。 

２ 前項の建築物の高さの算定については、次の各号に掲げる部分を算入しない。 

（１） 階段室、昇降機塔、装飾塔、物見塔、屋窓その他これらに類する建築

物の屋上部分の水平投影面積の合計が当該建築物の建築面積の８分の１

以内である場合における当該屋上部分の高さが５メートルまでの部分 

（２） 棟飾、防火壁の屋上突出部その他これらに類する屋上突出部 

（建築物の壁面の位置の制限） 

第７条 建築物の外壁又はこれに代わる柱（地盤面下の部分を除く。以下「外壁 

等」という。）の面から敷地境界線までの距離は、次の各号に定める数値以上

でなければならない。 

（１） 道路の境界線に接する場合 ５．０メートル 

（２） 前号以外の場合で田井城６丁目地区計画の区域外と接する場合  



 

２ 

 

２．０メートル 

（３） 前２号以外の場合 １．０メートル 

２ 次の各号のいずれかに該当する建築物又は建築物の部分については、前項の

規定は、適用しない。 

（１） 外壁等の中心線の長さの合計が３メートル以下であるもの 

（２） 物置その他これに類する用途に供し、軒の高さが２．３メートル以下

で、かつ、床面積の合計が５平方メートル以内であるもの 

（建築物の敷地面積の制限） 

第８条 建築物の敷地面積は、３，０００平方メートル以上でなければならない。 

２ 法第８６条の９第１項各号に掲げる事業の施行により、当該土地の面積が減 

少し、前項の規定に適合しなくなる場合であって、その全部を一の敷地として

使用するときにおいては、同項の規定は、適用しない。 

（建築物の敷地が地区の内外にわたる場合の措置） 

第９条 建築物の敷地が田井城６丁目地区計画の区域の内外にわたる場合におけ

る第４条及び前条第１項の規定の適用については、その敷地の過半が田井城６

丁目地区計画の区域内に属するときは当該建築物又はその敷地の全部について

これらの規定を適用し、その敷地の過半が田井城６丁目地区計画の区域外に属

するときは当該建築物又はその敷地の全部についてこれらの規定を適用しない。 

（公益上必要な建築物の特例） 

第１０条 市長が公益上必要な建築物で用途上若しくは構造上やむを得ないと認

めて許可したもの又は市長が土地の利用状況に照らして適正な都市機能及び

健全な都市環境を害するおそれがないと認めて許可した建築物については、

その許可の範囲内において、第４条から第８条までの規定は、適用しない。 

２ 市長は、前項の許可をするときは、条件を付することができる。 

（施行の細目） 

第１１条 この条例の施行に関し必要な事項は、市長が定める。 

（罰則） 

第１２条 次の各号に該当する者は、５００，０００円以下の罰金に処する。 

（１） 第４条の規定に違反した場合における当該建築物の建築主 

（２） 第５条、第６条第１項及び第７条第１項の規定に違反した場合におけ

る当該建築物の設計者（設計図書を用いないで工事を施工し、又は設計 

図書に従わないで工事を施工した場合においては、当該建築物の工事施

工者） 

（３） 第８条第１項の規定に違反した場合における当該建築物の建築主（建

築物を建築した後に、当該建築物の敷地を分割することにより、同項の

規定に違反した場合においては、分割前の当該建築物の敷地の所有者、

管理者又は占有者） 

（４） 法第８７条第２項において準用する第４条の規定に違反した場合にお

ける当該建築物の所有者、管理者又は占有者 

２ 前項第２号に規定する違反があった場合において、その違反が建築主の故意 



 

３ 

 

によるものであるときは、当該設計者又は工事施工者を罰するほか、当該建築

主に対しても同項の罰金刑を科する。 

３ 法人の代表者又は法人若しくは人の代理人、使用人その他の従業者がその法 

人又は人の業務に関して、前２項の違反行為をした場合においては、その行為

者を罰するほか、その法人又は人に対して第１項の罰金刑を科する。ただし、

法人又は人の代理人、使用人その他の従業者の当該違反行為を防止するため、

当該業務に対し、相当の注意及び監督が尽くされたことの証明があったときは、

その法人又は人については、この限りでない。 

 

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 



議案第２４号 

 

 

松原市空き家等の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例制 

定について 

 

 

 松原市空き家等の適切な管理に関する条例（令和３年条例第２０号）の一部を 

 

改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市空き家等の適切な管理に関する条例の一部を改正する条例 

 

 松原市空き家等の適切な管理に関する条例（令和３年条例第２０号）の一部を

次のように改正する。 

 第５条に次の１項を加える。 

２ 所有者等は、市が実施する空き家等に関する施策に協力するよう努めなけれ

ばならない。 

 第６条第２項中「第１０条」を「第１２条」に、「第１２条第１項」を「第 

１４条第１項」に、「職員又は」を「法定外空家等の所有者等に対し、当該法定

外空家等に関する事項に関し報告させ、又はその職員若しくは」に改め、同条第

３項中「職員」を「当該職員」に改める。 

第７条第２項中「地方公共団体の長」の次に「、法定外空家等に工作物を設置

している者」を加える。 

 第９条中「法第７条」を「法第８条」に改める。 

 第１６条を第１８条とする。 

 第１５条第１項中「第１２条第１項」を「第１４条第１項」に、「５万円」を 

「５０，０００円」に改め、同条第２項中「２万円」を「２０，０００円」に改

め、同条を第１７条とする。 

 第１４条を第１６条とし、第１３条の見出しを削り、同条を第１５条とし、第

１２条の見出しを削り、同条を第１４条とし、第１１条の見出しを削り、同条を

第１３条とし、第１０条の見出しを削り、同条の前に見出しとして「（法定外特

定空家等の所有者等に対する措置）」を付し、同条を第１２条とし、第９条の次

に次の２条を加える。 

 （適切な管理が行われていない法定外空家等の所有者等に対する措置） 

第１０条 市長は、法定外空家等が適切な管理が行われていないことによりその

まま放置すれば法定外特定空家等に該当することとなるおそれのある状態にあ

ると認めるときは、当該状態にあると認められる法定外空家等（以下「法定外

管理不全空家等」という。）の所有者等に対し、法第６条第１項に規定する基

本指針（同条第２項第３号に掲げる事項に係る部分に限る。）に準じ、当該法

定外管理不全空家等が法定外特定空家等に該当することとなることを防止する

ために必要な措置をとるよう指導をすることができる。 

第１１条 市長は、前条の規定による指導をした場合において、なお当該法定外

管理不全空家等の状態が改善されず、そのまま放置すれば法定外特定空家等に

該当することとなるおそれが大きいと認めるときは、当該指導をした者に対し、

修繕、立木竹の伐採その他の当該法定外管理不全空家等が法定外特定空家等に

該当することとなることを防止するために必要な具体的な措置について勧告す

ることができる。 

 

   附 則 



２ 

 

 この条例は、公布の日から施行する。 



議案第２５号 

 

 

松原市都市公園条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市都市公園条例（昭和５８年条例第９号）の一部を改正する条例を次のと 

 

おり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



１ 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市都市公園条例の一部を改正する条例 

 

 松原市都市公園条例（昭和５８年条例第９号）の一部を次のように改正する。 

第１８条の次に次の１条を加える。 

第１８条の２ 前２条の規定にかかわらず、占用期間が１月未満であるときは、

前２条の規定により算定した占用料の額に、当該額に課すべき消費税法（昭和

６３年法律第１０８号）の規定による消費税の額及び地方税法（昭和２５年法

律第２２６号）の規定による地方消費税の額を加算して得た額（この額に１円

未満の端数があるときは、これを切り捨てた額）を占用料の納入額とする。 

 別表（２）公園の占用料の表を次のように改める。 

（２）公園の占用料 

占用物件  単位 占用料 

電柱 １本につき１年  ４，０００円  

支柱（電柱） ４，１００円  

支線柱（電柱）  １，９００円  

支線（電柱） ７９０円  

電話柱 ２，４００円  

支柱（電話柱）  ２，１００円  

支線柱（電話柱）  １，８００円  

支線（電話柱）  ７９０円  

その他柱類 ２４０円  

共架電線その他上空に設ける線類  長さ１メートルにつき

１年 

２４円 

地下電線その他地下に設ける線類  １４円 

地上に設ける変圧器 １個につき１年  ２，４００円  

地下に設ける変圧器 
占用面積１平方メート

ルにつき１年  
１，４００円  

変圧塔その他これに類するもの及び

公衆電話所 

１個につき１年  
４，７００円  

郵便差出箱及び信書便差出箱  ２，０００円  

水道管、下

水道管、ガ

ス管その他

これらに類

するもの 

外径が０．０７メート

ル未満のもの  

長さ１メートルにつき

１年 

 

９８円 

外径が０．０７メート

ル以上０．１０メート

ル未満のもの  

１４０円  

外径が０．１０メート

ル以上０．１５メート
２１０円  



２ 

 

ル未満のもの  

外径が０．１５メート

ル以上０．２０メート

ル未満のもの  

２８０円  

外径が０．２０メート

ル以上０．３０メート

ル未満のもの  

４２０円  

外径が０．３０メート

ル以上０．４０メート

ル未満のもの  

５６０円  

外径が０．４０メート

ル以上０．７０メート

ル未満のもの  

９８０円  

外径が０．７０メート

ル以上１メートル未満

のもの 

１，４００円  

外径が１メートル以上

のもの 
２，８００円  

マンホールその他これ

に類するもの  

占用面積１平方メート

ルにつき１年  
１，４００円  

工事用施設及び工事用材料  占用面積１平方メート

ルにつき１月  
４７０円  

その他のもの 占用面積１平方メート

ルにつき又は長さ１メ

ートルにつき１年  

３６０円  

 

附 則 

この条例は、令和６年４月１日から施行する。 

 



議案第２６号 

 

 

松原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正 

する条例制定について 

 

 

 松原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第２９ 

 

号）の一部を改正する条例を次のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例の一部を改正 

する条例 

 

 松原市水道事業及び下水道事業の設置等に関する条例（昭和４１年条例第２９

号）の一部を次のように改正する。 

 第８条中「第２４３条の２の２第８項」を「第２４３条の２の８第８項」に改

める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第２７号 

 

 

松原市水道事業給水条例の一部を改正する条例制定について 

 

 

 松原市水道事業給水条例（平成９年条例第１６号）の一部を改正する条例を次 

 

のとおり制定する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



 

 

松原市条例第  号 

 

   松原市水道事業給水条例の一部を改正する条例 

 

 松原市水道事業給水条例（平成９年条例第１６号）の一部を次のように改正す

る。 

 第２２条第１項及び第３６条第２項中「厚生労働省令」を「国土交通省令」に

改める。 

 

   附 則 

 この条例は、令和６年４月１日から施行する。 



議案第２８号 

 

    

（仮称）北認定こども園建設工事請負契約について 

 

    

 次のとおり（仮称）北認定こども園建設工事請負契約を締結する。 

 

 

記 

 

 

１ 契約の目的  （仮称）北認定こども園建設工事 

 

２ 契約の方法  条件付一般競争入札 

 

３ 契 約 金 額  １，１３５，５６９，６００円 

 

４ 契約の相手方  シマ・山本工務店特定建設工事共同企業体 

代表者 

大阪市浪速区難波中１丁目１３番８号 

             株式会社シマ  

              代表取締役 高山 雅和 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 

 

（参考） 

１ 工事内容  木造      平屋 

        敷地面積 ５，０６３．２９㎡ 

延床面積 １，８６８．０９㎡ 

２ 工事場所  松原市別所３丁目６４番１外 

３ 工  期  契約の日から令和７年３月３１日まで 



議案第２９号 

 

 

市道路線の認定及び廃止について 

 

 

 道路法第８条第１項及び第１０条第１項の規定により、市道路線を次のとおり 

 

認定及び廃止する。 

 

 

 

 

令和６年２月２７日提出 

 

 

松原市長  澤  井  宏  文 



整理番号 路線番号 名称 起点地番 終点地番 認定廃止区分

1 12072 天美西72号線 天美西８丁目１８９番地先 天美西３丁目２２３番地先 認定

2 14050 天美北50号線 天美北２丁目９５番１１地先 天美北２丁目９２番１８地先 認定

3 14077 天美北77号線 天美北８丁目３５１番１４地先 天美北８丁目３５１番１５地先 認定

4 15116 天美我堂116号線 天美我堂６丁目６７番９地先 天美我堂６丁目６７番６地先 認定

5 21137 阿保137号線 阿保３丁目１９４番６地先 阿保３丁目１９４番４地先 認定

6 24035 松ケ丘35号線 松ケ丘１丁目３５８番１２２地先 松ケ丘１丁目３５８番１２３地先 認定

7 24036 松ケ丘36号線 松ケ丘１丁目３５８番１１４地先 松ケ丘１丁目３５８番１１７地先 認定

8 25017 三宅東17号線 三宅東１丁目１７３９番３地先 三宅東１丁目１７３９番９地先 認定

9 27023 三宅西23号線 三宅西２丁目５３５番２地先 三宅西２丁目４６６番１３地先 認定

10 27024 三宅西24号線 三宅西７丁目９９３番１地先 三宅西７丁目９０３番１地先 認定

11 27025 三宅西25号線 三宅西５丁目８７７番１地先 三宅西５丁目９２７番５地先 認定

12 41086 北新町86号線 北新町６丁目１９８番１地先 北新町６丁目１９９番１８地先 認定

13 51066 河合66号線 河合３丁目３９１番４地先 河合３丁目３９１番３３地先 認定

14 53068 高見の里68号線 高見の里３丁目１０３番４地先 高見の里３丁目９４番１６地先 認定

15 61066 上田66号線 上田２丁目３９５番１地先 上田２丁目３３４番１１２地先 認定

16 61090 上田90号線 上田７丁目１２１番７地先 上田７丁目１２１番１１地先 認定

17 62087 岡87号線 岡４丁目５９８番８地先 岡４丁目５９８番１２地先 認定

18 63038 柴垣38号線 柴垣２丁目５１７番１４地先 柴垣２丁目５１７番１０地先 認定

19 65067 立部67号線 立部２丁目２３２番５地先 立部２丁目２３２番７地先 認定



整理番号 路線番号 名称 起点地番 終点地番 認定廃止区分

1 14050 天美北50号線 天美北２丁目９２番４１地先 天美北２丁目９２番１４地先 廃止

2 14052 天美北52号線 天美北２丁目９５番１１地先 天美北２丁目９５番１０地先 廃止

3 27023 三宅西23号線 三宅西２丁目５３５番２地先 三宅西２丁目４６６番４地先 廃止

4 61066 上田66号線 上田２丁目３９５番１地先 上田２丁目３０５番６３地先 廃止






